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１. 15年  3月期の業績（平成 14年 4月 1日 ～ 平成 15年 3月 31日）

(1)経営成績

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

15年  3月期 14,807 7.2 2,505 5.0 2,530 6.8

14年  3月期 13,814 12.6 2,385 24.7 2,369 25.8

  
１ 株 当 た り

当期純利益

潜在株式調整
後１株当たり
当期純利益

株 主 資 本
当期純利益率

総 資　本
経常利益率

売 上 高
経常利益率

百万円 ％ 円　　銭 円　　銭 ％ ％ ％

15年  3月期 1,262 △ 2.7 13,923.12 - 17.6 26.5 17.1

14年  3月期 1,297 49.4 14,301.99 - 20.1 26.1 17.2

(注)①期中平均株式数 15年  3月期        90,696 株　　　14年  3月期        90,753 株 

　　　　14年3月期におきましては、平成13年11月20日付をもって額面普通株式1株を1.5株に分割し、30,255株増加しておりますが、

　　　　期首に分割したものとして算出しております。

     ②会計処理の方法の変更　　　無

     ③売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率

(2)配当状況

配当金総額 株主資本

中間 期末 (年間) 配当率

円　銭 円　銭 円　銭 百万円 ％ ％

15年  3月期 7,500.00 2,000.00 5,500.00 680 53.9 9.1

14年  3月期 7,000.00 2,000.00 5,000.00 574 44.3 8.4

(3)財政状態

百万円 百万円 ％ 円　　銭

15年  3月期 9,829 7,489 76.2 82,597.46

14年  3月期 9,286 6,841 73.7 75,406.58

(注)①期末発行済株式数　15年  3月期          90,670 株　　　14年  3月期         　90,730 株

 　  ②期末自己株式数 　　15年  3月期 　            95 株　　　14年  3月期             　35 株

２. 16年  3月期の業績予想（ 平成 15年 4月 1日  ～  平成 16年 3月 31日 ）

中間 期末

百万円 百万円 百万円 円　銭 円　銭 円　銭

中間期 6,930 847 475 2,000.00 － －

通　　期 16,330 2,856 1,600 － 6,000.00 8,000.00

（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）           17,630 円   69 銭

※業績予想につきましては、現時点で入手可能な情報に基づき作成したものであり、予想につきましては様々な不確定要素が内在しております

　　ので、実際の業績はこれらの予想数値と異なる場合があります。なお、上記予想に関する事項は、添付資料の６ページを参照してください。

売　　上　　高 営　業　利　益 経　常　利　益

当 期 純 利 益

１株当たり年間配当金
配当性向

総  資  産 株  主  資　本 株主資本比率 １株当たり株主資本

売上高 経常利益 当期純利益
１株当たり年間配当金

－　24　－
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財 務 諸 表 等

（単位：千円）① 貸 借 対 照 表

期 別 前 期 当 期
増 減

( 14 3 31 ) ( 15 3 31 )平成 年 月 日現在 平成 年 月 日現在
科 目

金 額 構成比 金 額 構成比 金 額
％ ％

（資 産 の 部）

Ⅰ 流 動 資 産

1. 585,000 582,861 2,139現 金 及 び 預 金 △

2. 49,854 50,793 939売 掛 金

3. 2,085,155 2,887,257 802,102有 価 証 券

4. 1,585,921 1,717,149 131,227商 品

5. 4,696 9,965 5,268貯 蔵 品

6. 108,312 82,771 25,540前 払 費 用 △

7. 89,302 91,853 2,551繰 延 税 金 資 産

8. *2 7,184 10,042 2,857そ の 他

4,515,427 48.6 5,432,694 55.3 917,267流 動 資 産 合 計

Ⅱ 固 定 資 産

有 形 固 定 資 産1.

(1) *1 1,382,025 1,429,030建 物

696,021 686,004 751,621 677,409 8,595減価償却累計額 △

(2) 931 931車 両 運 搬 具

減価償却累計額 －884 46 884 46

(3) 369,261 258,696工具器具及び備品

263,191 106,069 180,202 78,493 27,576減価償却累計額 △

土 地 －(4) *1 2,398,744 2,398,744

3,190,864 34.4 3,154,692 32.1 36,171有形固定資産合計 △

無 形 固 定 資 産2.

(1) 9,533 11,844 2,310電 話 加 入 権

(2) 8,350 36,099 27,748ソ フ ト ウ ェ ア

17,884 0.2 47,943 0.5 30,058無形固定資産合計

投資その他の資産3.

(1) 222,055 222,055投 資 有 価 証 券 － △

(2) 214,540 214,840 300関 係 会 社 株 式

(3) 91,868 79,474 12,394出 資 金 △

(4) 959 1,013 53長 期 前 払 費 用

(5) 729,628 782,211 52,583敷金及び保証金

(6) 165,900 35,900 130,000会 員 権 △

(7) 220,456 98,083 122,373繰 延 税 金 資 産 △

82,650 17,650 65,000貸 倒 引 当 金 △ △

1,562,758 16.8 1,193,872 12.1 368,886投資その他の資産合計 △

4,771,507 51.4 4,396,508 44.7 374,998固 定 資 産 合 計 △

9,286,934 100.0 9,829,203 100.0 542,268資 産 合 計
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（単位：千円）

期 別 前 期 当 期
平成 年 月 日現在 平成 年 月 日現在 増 減( 14 3 31 ) ( 15 3 31 )

科 目
金 額 構成比 金 額 構成比 金 額

％ ％（負 債 の 部）

Ⅰ 流 動 負 債

1. 256,902 296,453 39,550買 掛 金
１ 年 内 返 済 予 定2. *1 100,000 100,000－ △長 期 借 入 金

3. 406,508 404,348 2,159未 払 金 △

4. 577,122 428,609 148,513未 払 法 人 税 等 △

5. 95,739 77,261 18,478未 払 消 費 税 等 △

6. 78,268 89,324 11,055未 払 費 用

7. 523,054 680,331 157,277前 受 金

8. 13,528 13,547 19預 り 金

9. 126,650 147,340 20,690賞 与 引 当 金

2,177,775 23.4 2,137,216 21.7 40,558流 動 負 債 合 計 △

Ⅱ 固 定 負 債

1. *1 75,000 75,000長 期 借 入 金 － △

2. 192,520 202,900 10,380役員退職慰労引当金

267,520 2.9 202,900 2.1 64,620固 定 負 債 合 計 △

2,445,295 26.3 2,340,116 23.8 105,178負 債 合 計 △

（資 本 の 部）

Ⅰ 資 本 金 － －*2 1,100,500 11.8

Ⅱ 資 本 準 備 金 － －1,265,000 13.6

Ⅲ 利 益 準 備 金 － －275,125 3.0

Ⅳ その他の剰余金

任 意 積 立 金 － －1. 2,500,000

当 期 未 処 分 利 益 － －2. 1,788,816

その他の剰余金合計 － －4,288,816 46.2

Ⅴ △ △ － －その他有価証券評価差額金 75,527 0.8

Ⅴ 自 己 株 式 △ △ － －12,274 0.1

資 本 合 計 － －6,841,639 73.7

負 債 ・ 資 本 合 計 － －9,286,934 100.0

*2 1,100,500 11.2Ⅰ 資 本 金

Ⅱ 資 本 剰 余 金

1 1,265,000． 資 本 準 備 金

1,265,000 12.9資 本 剰 余 金 合 計

Ⅲ 利 益 剰 余 金

1. 275,125利 益 準 備 金

2. 3,000,000任 意 積 立 金

3. 1,880,540当 期 未 処 分 利 益

5,155,665 52.4利 益 剰 余 金 合 計

1,002 0.0Ⅴ その他有価証券評価差額金

33,081 0.3Ⅴ 自 己 株 式 △ △

7,489,086 76.2資 本 合 計

9,829,203 100.0負 債 ・ 資 本 合 計
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② 損 益 計 算 書
（単位：千円）

期 別 前 期 当 期
自 平成 年 月 日 自 平成 年 月 日 増 減13 4 1 14 4 1（ ） （ ）至 平成 年 月 日 至 平成 年 月 日14 3 31 15 3 31

科 目
金 額 金 額 金 額百分比 百分比

％ ％

13,814,224 100.0 14,807,184 100.0 992,959Ⅰ 売 上 高

Ⅱ 売 上 原 価

1. 1,508,916 1,585,921期首商品たな卸高

2. 4,489,878 4,741,123当 期 商 品 仕 入 高

3. *1 1,167,219 1,221,830当 期 仕 立 加 工 高

7,166,013 7,548,874合 計

4. 1,585,921 5,580,092 40.4 1,717,149 5,831,725 39.4 251,632期末商品たな卸高

8,234,132 59.6 8,975,458 60.6 741,326売 上 総 利 益

*2 5,848,706 42.3 6,469,953 43.7 621,247Ⅲ 販売費及び一般管理費

2,385,425 17.3 2,505,505 16.9 120,079営 業 利 益

Ⅳ 営 業 外 収 益

1. 89 23受 取 利 息

2. 1,687 1,151有 価 証 券 利 息

3. 856 527受 取 配 当 金

4. *3 23,090 26,600受取事務代行手数料

5. 2,562 8,546催 事 協 賛 金

6. 4,282 32,567 0.2 8,584 45,433 0.3 12,865雑 収 入

Ⅴ 営 業 外 費 用

1. 10,325 4,500支 払 利 息

2. 8,327 11,751投資事業組合損失

株 式 上 場 費 用 －3. 7,056

有 価 証 券 売 却 損 －4. 19,158

新 株 発 行 費 用 －5. 3,466

6. 368 48,702 0.3 4,463 20,715 0.1 27,987雑 損 失 △

2,369,290 17.2 2,530,223 17.1 160,932経 常 利 益

Ⅵ 特 別 損 失

1. 204,609投資有価証券売却損 －

2. 56,714会 員 権 売 却 損 －

3. *4 26,926固 定 資 産 除 却 損 －

4. *5 6,305賃借店舗等解約損 －

投資有価証券評価損 －5. *6 62,856

6. *7 15,376 78,233 0.6 294,556 2.0 216,323会 員 権 評 価 損 －

2,291,057 16.6 2,235,667 15.1 55,390税 引 前 当 期 純 利 益 △

979,552 908,460法人税､住民税及び事業税

13,557 993,109 7.2 64,433 972,894 6.6 20,215法 人 税 等 調 整 額 △

1,297,948 9.4 1,262,773 8.5 35,174当 期 純 利 益 △

611,882 799,165 187,282前 期 繰 越 利 益

121,014 181,398 60,384中 間 配 当 額

1,788,816 1,880,540 91,723当 期 未 処 分 利 益
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③ 利 益 処 分 案
（単位：千円）

期 別 前 期 当 期 増 減

科 目 金 額 金 額 金 額

1,788,816 1,880,540 91,723Ⅰ 当 期 未 処 分 利 益

Ⅱ 利 益 処 分 額

1. 453,651 498,683配 当 金

2. 36,000 36,500役 員 賞 与

（うち監査役分） （ ）( 1,000) 1,500

任 意 積 立 金3.

500,000 989,651 500,000 1,035,183 45,532別 途 積 立 金

799,165 845,357 46,191Ⅲ 次 期 繰 越 利 益

1．平成14年12月9日に181,398千円（１株につき2,000円）の中間配当を実施いたしました。（注）

2．配当金は、自己株式を除いて計算しております。
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重 要 な 会 計 方 針

期 別 前 期 当 期
自 平成 年 月 日 自 平成 年 月 日13 4 1 14 4 1（ ） （ ）項 目 至 平成 年 月 日 至 平成 年 月 日14 3 31 15 3 31

資産の評価基準及び評価 有価証券 有価証券1. (1) (1)

方法 子会社株式 同 左

移動平均法による原価法

その他有価証券

時価のあるもの

決算末日の市場価格等に基づく

時価法（評価差額は全部資本直

入法により処理し、売却原価は

移動平均法により算定）

時価のないもの

移動平均法による原価法

たな卸資産 たな卸資産(2) (2)

商 品 商 品

個別法による原価法（但し、一部 同 左

の裏地等については移動平均法に

よる原価法）

貯蔵品 貯蔵品

最終仕入原価法 同 左

固定資産の減価償却の方 有形固定資産 有形固定資産2. (1) (1)

法 定率法 同 左

なお、耐用年数及び残存価額について

は、法人税法に規定する方法と同一の

基準によっております。

少額減価償却資産 少額減価償却資産(2) (2)

取得価額が 万円以上 万円未満の資 同 左10 20

産については、 年間均等償却3

無形固定資産 無形固定資産(3) (3)

自社利用のソフトウエアについては、 同 左

社内における利用可能期間（ 年）に5

基づく定額法

繰延資産の処理方法 新株発行費については、支出時に全額3.

費用として処理しております。

引当金の計上基準 貸倒引当金 貸倒引当金4. (1) (1)

債権の貸倒れに備えるため、一般債権 同 左

については貸倒実績率により、貸倒懸

念債権等特定の債権については個別に

回収可能性を検討し、回収不能見込額

を計上しております。
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期 別 前 期 当 期
自 平成 年 月 日 自 平成 年 月 日13 4 1 14 4 1（ ） （ ）項 目 至 平成 年 月 日 至 平成 年 月 日14 3 31 15 3 31

賞与引当金 賞与引当金(2) (2)

従業員賞与の支給に充てるため、支給 同 左

見込額に基づき計上しております。

役員退職慰労引当金 役員退職慰労引当金(3) (3)

役員退職慰労金の支給に備えるため、 同 左

内規に基づく期末要支給額を計上して

おります。

その他財務諸表作成のた 消費税等の会計処理 消費税等の会計処理5.

めの基本となる重要な事 税抜方式によっております。 同 左

項

（追 加 情 報）

前 期 当 期
自 平成 年 月 日 自 平成 年 月 日13 4 1 14 4 1（ ） （ ）至 平成 年 月 日 至 平成 年 月 日14 3 31 15 3 31

（貸借対照表）

「 」 、前期まで流動資産に掲記しておりました 自己株式 は

財務諸表等規則の改正により当期より資本の末尾に控除方

式により表示しております。

なお、前期は流動資産の「その他」に含まれており、そ

の金額は、 千円であります。1,067

（自己株式及び法定準備金取崩等会計）

当期から「企業会計基準第１号 自己株式及び法定準備

金の取崩等に関する会計基準 （平成 年 月 日 企業」 14 2 21

会計基準委員会）を適用しております。

この変更に伴う損益に与える影響はありません。

（貸借対照表）

財務諸表等規則の改正により当期から「資本準備金」は

「資本剰余金」の内訳として 「利益準備金 「任意積立、 」

金 「当期未処分利益」は「利益剰余金」の内訳として表」

示しております。
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注 記 事 項

（貸 借 対 照 表 関 係）

前 期 当 期
（平成 年 月 日現在） 平成 年 月 日現在）14 3 31 ( 15 3 31

1 1※ 担保に供している資産及びこれに対応する債務は次 ※

のとおりであります。

担保に供している資産

建 物 千円427,374

2,364,360土 地

2,791,734計

上記に対応する債務

千円１年内返済予定長期借入金 100,000

75,000長 期 借 入 金

175,000計

※ 授権株式数及び発行済株式総数 ※ 授権株式数及び発行済株式総数2 2

授 権 株 式 数 株 授 権 株 式 数 株242,040 363,060

90,765 90,765発行済株式総数 発行済株式総数

（損 益 計 算 書 関 係）

前 期 当 期
自 平成 年 月 日 自 平成 年 月 日13 4 1 14 4 1（ ） （ ）至 平成 年 月 日 至 平成 年 月 日14 3 31 15 3 31

※ 着物・帯等に対する仕立加工は全て外注をしており ※ 同 左1 1

それにかかる外注費用であります。

※ 販売費及び一般管理費の内訳 ※ 販売費及び一般管理費の内訳2 2

販売費に属する費用の割合は約 ％であり、一般管 販売費に属する費用の割合は約 ％であり、一般管88 86

理費に属する費用の割合は約 ％であります。 理費に属する費用の割合は約 ％であります。12 14

主要な費用及び金額は次のとおりであります。 主要な費用及び金額は次のとおりであります。

広 告 宣 伝 費 千円 広 告 宣 伝 費 千円1,697,057 1,844,744

314,057 355,209販 売 促 進 費 販 売 促 進 費

1,546,471 1,767,625給 与 手 当 給 与 手 当

113,240 114,818減 価 償 却 費 減 価 償 却 費

670,706 737,181賃 借 料 賃 借 料

126,250 147,340賞 与 引 当 金 繰 入 額 賞 与 引 当 金 繰 入 額

10,000 10,380役員退職慰労引当金繰入額 役員退職慰労引当金繰入額

※ 関係会社㈱京都きもの友禅友の会及びシルエンス㈱ ※ 同 左3 3

の事務代行に係る受取手数料であります。

※ ※ 建物（店舗等内部造作）及び工具器具備品（店舗コ4 4

ンピュータ等）の除却に伴うものであります。

5,990 千円建 物

20,003工 具 器 具 備 品

933ソ フ ト ウ エ ア

26,926計

※ ※ 店舗移転に伴う現状回復費用であります。5 5

6 6※ 投資有価証券評価損は、時価の著しく下落している ※

有価証券の評価損であります。

7 7※ 会員権評価損は、時価の著しく下落している会員権 ※

の入会金相当額を評価減しております。
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（リ ー ス 取 引 関 係）

該当事項はありません。

（有 価 証 券 関 係）

前期及び当期において子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。

（ 税 効 果 会 計 関 係 ）

前 期 当 期
（平成 年 月 日現在） 平成 年 月 日現在）14 3 31 ( 15 3 31

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因の内訳 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因の内訳1. 1.

（単位：千円） （単位：千円）
繰延税金資産 繰延税金資産

50,842 36,627未払事業税否認 未払事業税否認

34,331 52,346賞与引当金損金算入限度超過額 賞与引当金損金算入限度超過額

80,858 83,189役員退職慰労引当金否認 役員退職慰労引当金否認

34,713 貸倒引当金否認 7,236貸倒引当金否認

12,758 会員権評価損 8,354会員権評価損

37,434 2,879有価証券評価損 その他

54,692 190,633有価証券評価差額 繰延税金資産合計

その他 繰延税金負債4,128

309,758 696合 計 有価証券評価差額

696繰延税金負債合計

189,936繰延税金資産純額

法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率と 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率と2. 2.

の間に重要な差異があるときの、当該差異の原因となっ の間に重要な差異があるときの、当該差異の原因となっ

た重要な項目別の内訳 た重要な項目別の内訳

（単位：％） （単位：％）

42.0 42 .0法定実効税率 法定実効税率

（調 整） （調 整）

1.4 1.6住民税均等割 住民税均等割

0.1 0.1その他 △ その他 △

43.3 43.5税効果会計適用後の法人税等の負担率 税効果会計適用後の法人税等の負担率

（注）繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に使用した

42%、当期の流動区分42%、法定実効税率は、前期

41%であります。この税率の変更により繰固定区分

2,409千円減少延税金資産の金額及び当期純利益は

しております。
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（期末配当金について）

期末配当金については、平成 年 月期の利益及びキャッシュフローの状況と、平成 年 月期のキャッシュフロー15 3 16 3

の予定を鑑み、前回の中間決算短信における配当予想よりも増額し、普通配当で１株につき 円の配当を平成5,500

年 月 日開催予定の定時株主総会におきましてご提案申し上げる予定であります。15 6 13

15年3月期利益配当案・平成

5,500円（年間7,500円）期末配当金： 普通配当 １株につき

（ご参考）

14年10月10日付発表中間決算短信）・前回の配当予想（平成

5,000円（年間7,000円）期末配当金： 普通配当 １株につき

（役 員 の 異 動）

代表取締役の異動（平成１５年６月１３日付）(1)

ｶﾜﾊﾞﾀ ｼｹﾞﾙ

代表取締役会長 河 端 繁（現 代表取締役社長）

ｶﾜﾊﾞﾀ ﾕｳｷ

代表取締役社長 河 端 雄 樹（現 代表取締役専務商品本部長）

その他の役員の異動(2)

〇退任予定取締役（平成１５年６月１３日付）

ｿﾉｶﾜ ｶﾂﾐ

常務取締役管理本部長兼経理部長 園 川 勝 美

詳細については別紙にてご案内しておりますのでご参照下さい。

5月の定例取締役会にて、組織変更とともに複数名内定の予定であります。尚、新任取締役候補については、


